
 

令和７年９月 24 日 

産 業 労 働 局 

 

令和６年度指定管理者管理運営状況評価結果について 

（東京都立産業貿易センター台東館外３件） 

 

 東京都では、指定管理者制度を導入した公の施設の管理運営状況について、第三者の視点を含めた評

価を実施しています。 

 このたび、令和６年度の評価結果がまとまりましたので、お知らせいたします。 

１ 評価の目的 

  評価は、管理の履行状況、安全管理、法令遵守、サービスの利用状況といった観点から指定管理者

の業務実施状況等を評価し、その結果を今後の施設管理運営に反映していくことで都民サービスの向

上を図っていくことを目的としています。 

２ 評価の方法 

指定管理者の年間を通じた施設の管理運営状況について、毎年度終了後、所管局による一次評価及

び評価委員会（外部委員で構成）による二次評価を行い、これらの評価結果に基づき、局の最終評価

として総合評価を決定します。 

３ 評価の概要 

 （１）評価基準（４段階） 

総合評価 内容 

Ｓ 管理運営が優良であり、特筆すべき実績・成果が認められた施設 

Ａ 管理運営が良好であり、管理運営に係る様々な点で優れた取組が認められた施設 

Ｂ 管理運営が良好であった施設 

Ｃ 管理運営に良好ではない点が認められた施設 

  評価の観点については別紙１のとおり。 

 

 （２）評価委員会名及び委員構成 

評価委員会 委員構成 

東京都立産業貿易センター 

指定管理者評価委員会 

外部委員 4 名(学識経験者 1 名、中小企業診断士 1 名、公認会

計士 1名、展示場施設専門家 1名) 

東京都立多摩産業交流センター

指定管理者評価委員会 

外部委員 4 名(学識経験者 1 名、中小企業診断士 1 名、公認会

計士 1名、展示場施設専門家 1名) 

東京都しごとセンター 

指定管理者評価委員会 

外部委員 4名(学識経験者 3名、公認会計士 1名) 

  評価委員会委員の氏名については別紙２のとおり。 

 

 

 

 



 

 

 

（３）評価結果 

対象施設 評価 

東京都立産業貿易センター台東館 Ａ 

東京都立産業貿易センター浜松町館 Ａ 

東京都立多摩産業交流センター Ａ 

東京都しごとセンター Ａ 

  各施設の評価は別紙３のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 東京都指定管理者管理運営状況評価の目的及び評価方法、都の指定管理者管理施設全体の評価結果 

については、総務局総務部グループ経営戦略課の発表資料をご参照ください（以下のリンク先からご

覧いただけます）。 

https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/04group/shiteikanrisyaseido.html 

 

【問い合わせ先】 

・ 東京都立産業貿易センター及び東京都立多摩産業交流センターの評価に関すること 

産業労働局商工部経営支援課     電話 03‐5320‐4808 

・ 東京都しごとセンターの評価に関すること 

産業労働局雇用就業部就業推進課   電話 03‐5000‐7154  

 

https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/04group/shiteikanrisyaseido.html


 

別紙１ 

 

評価の観点 

項目 細項目 内容 

管理状況 

適切な管理の 

履行 

○協定や事業計画に沿った管理が適切に履行されているか 

・業務の履行（清掃・巡回の回数など）は適切か 

・人員配置や人材育成の取組は適切か  

・他機関等との連携を図っているか    など 

安全性の確保 

○施設の安全性は確保されているか 

・施設・設備の安全性は確保されているか 

・防災、防犯への配慮や緊急時対策は十分か など 

法令等の遵守 

○法令や条例等に基づく適切な管理運営が行われているか 

・個人情報保護、情報公開等は適切に行われているか 

・環境配慮への取組等は適切に行われているか 

・手続のデジタル化や労働環境確保等に積極的に取り組んで

いるか 

・都への報告は適時、適切にされているか  など 

適切な財務・ 

財産管理 

○適切な財務運営・財産管理が行われているか 

・収支状況は安定しているか 

・経理処理や都有財産の管理は適切か  など 

 

事業効果 

事業の取組・ 

サービス向上 

○事業計画どおりのサービスが提供されているか 

・事業の企画、実施、成果等の状況はどうか 

・サービス向上に向けた取組は適切に行われているか など       

利用の状況 

○事業計画どおりの利用状況となっているか 

・利用者数、稼働率等の状況はどうか 

（環境の変化など外部要因を考慮） 

・利用促進の取組は適切に行われているか   など 

利用者の反応 

○利用者の満足を得られているか 

・利用者の満足度はどうか 

・利用者のニーズを適切に把握しているか   など 

行政目的の達成 

○行政と連携を図り施設の目的を達成しているか 

・施設の目的を達成しているか 

・都及び関係機関等との連携が適切に行われているか など 



 

別紙２ 

 

評価委員会委員名簿 

 

※役職については、評価委員会開催当時 

 

 

評価委員会名 委員氏名 役職名 

東京都立産業貿易センター 

指定管理者評価委員会 

加藤 秀雄 埼玉大学名誉教授 

新井 一成 
一般社団法人東京都中小企業診断士協会 

副会長 

川田 崇之 
公認会計士 

（川田公認会計士事務所 所長） 

飯嶋 清市 
公益財団法人大田区産業振興協会 

MICE・施設部長 

東京都立多摩産業 

交流センター 

指定管理者評価委員会 

加藤 秀雄 埼玉大学名誉教授 

新井 一成 
一般社団法人東京都中小企業診断士協会 

副会長 

川田 崇之 
公認会計士 

（川田公認会計士事務所 所長） 

飯嶋 清市 
公益財団法人大田区産業振興協会 

MICE・施設部長 

東京都しごとセンター 

指定管理者評価委員会 

原 昌登 成蹊大学法学部教授 

藤波 美帆 千葉経済大学経済学部教授 

加藤 秀雄 埼玉大学名誉教授 

川田 崇之 
公認会計士 

（川田公認会計士事務所 所長） 



 

別紙３ 

令和６年度指定管理者管理運営状況評価 評価結果一覧 

施設名 所在地 
指定 

管理者 
指定期間 

総

合 

評

価 

評価内容 

東京都立

産業貿易

センター 

台東館 

台東区 

花川戸 

2-6-5 

公益財団法人 

東京都 

中小企業 

振興公社 

令和 3 年 4 月 1 日

～ 

令和 8 年 3 月 31 日 

 （５年間） 

Ａ 

 

・「東京くらしのフェスティバル 2024」の開催

（都内中小企業 45 社出展）等の自主事業の開催

によりサービス向上に努めた。 

・浅草観光連盟等の地域団体との情報交換会等

により、地元との良好な関係を構築した。 

・マンパワー不足の利用者に対するサポートや、

Wi-fi アクセスポイントの増設、AI 翻訳機の導

入等、質の高いサービスの提供に努めた。 

 

東京都立

産業貿易

センター 

浜松町館 

港区海岸 

1-7-1 

公益財団法人 

東京都 

中小企業 

振興公社 

令和 5 年 4 月 1 日 

～ 

令和 8 年 3 月 31 日 

（３年間） 

Ａ 

・稼働率について、展示室、会議室ともに計画

値を上回る実績を達成した。また、利用者アン

ケートによる満足度で高い評価を得た。 

・地元の警察や消防と連携して一時帰宅困難者

受入等の各種訓練を実施し、防災意識の向上と

安全性の確保に努めた。  

・品質マネジメントの国際規格（ISO9001）認

証を取得し、更なる利用者サービス向上に努め

た。 

東京都立

多摩産業 

交流 

センター 

八王子市 

明神町 

3-19-2 

多摩産業

交流セン

ター指定

管理共同

企業体 

令和 3 年 4 月 1 日

～ 

令和 8 年 3 月 31 日 

 （５年間） 

Ａ 

 

・稼働率について、展示室、会議室ともに計画

値を上回る実績を達成した。また、利用者アン

ケートによる満足度で高い評価を得た。 

・展示スペースの通年設置（ホワイエ）や SNS

を活用した催事情報の発信等に加え、アンケー

ト結果に基づく設備整備を実施し、利用者サー

ビス向上に努めた。 

・多摩地域の市町村、商工会議所、商工会等と

の広域的ネットワークの構築、地域の産業交流

の促進に努めた。 

 



 

 

東京都 

しごと 

センター 

千代田区 

飯田橋 

3-10-3 

公益財団法人

東京しごと

財団 

平成 28 年 4 月 1 日 

～ 

令和 8 年 3 月 31 日 

 （10 年間） 

Ａ 

・窓口業務の運営、カウンセリングや各種セミ

ナー、面接会等の事業を着実に実施し、東京都

の雇用就業支援事業を推進した。 

・職業能力開発機関との連携強化等により、東

京都の施策と連携した対応を着実に実施した。 

・デジタルサイネージによる職業能力開発機関

の広報動画の放映や、特設展示コーナーの提供

及び関係機関情報コーナーの設置等、入居機関

などへの広報協力を行うことで、サービス向上

を図った。 


